
１．研究のテーマ 

「豊かな教育を子どもたちに」を継続テーマとして，研究をすすめている。 

 

２．研究組織 

  東山梨地区の教育条件整備部会は，校長２名・事務職員 30 名，合計 32 名により構成され，

昨年度に引き続き二つの支会（山梨市・甲州市）単位で研究をすすめている。 

  山梨支会は，事務職員 12 名で構成されており，中学校１校で複数配置となっている。学

校設置状況は，小学校８校・中学校３校の計 11 校となっている。 

 

３．研究日程 

月 日 会場 内容 

５月 ８日（水） 塩山中学校 ・全体会・日程の確認 

５月 22 日（水） 塩山中学校 
・春季教研の還流報告 

・研究内容の決定 

６月 12 日（水） 山梨市役所 
・共通予算要望について（事務担当者会と連携） 

・相互学習会「新学習指導要領と事務職員」 

８月 ９日（金） 山梨市役所 

・前年度決算・当初予算推移の結果分析（各校の資料・情報交換） 

・講演「事務職員の研修制度と今後の事務職員のあり方」（講

師：県義務教育課 堀内光主査） 

・相互学習会「学校職員の労働条件等について」 

８月 28 日（水） 山梨市役所 ・支会中間報告について（原案の提案） 

９月 18 日（水） 塩山中学校 
・全体会・支会ごと中間報告 

・私費の調査，分析について 

11 月 27 日（水） 塩山中学校 ・予算要求・ヒアリングの情報交換 

１月 15 日（水） 山梨市役所 
・私費について（各校の資料・情報交換） 

・やまなしし出前講座「市長ふれあいトーク」 

２月 ５日（水） 山梨市役所 ・山梨支会まとめ 

２月 12 日（水） 塩山中学校 ・全体会・支会ごとまとめ，次年度の方向性 

 

（昨年度までの研究成果と課題） 

・前年度決算・当初予算推移の結果分析 

・私費の調査・分析 

・県外視察研修（世田谷区立深沢中学校） 

・共通予算要望書の作成 

・ミニ学習会 

○成果 

継続研究となっている予算分析を実施し，自校予算の編成について，成果･課題をまとめ

ることができた。 

2018 年度の研究の柱の一つとして，「学校施設の長寿命化計画」の学習をすすめた。本



 

 

部会員を講師としたミニ学習会では，改築との違いや耐用年数の延長について，理解を深

めることができた。  

また，県外視察研修では，長寿命化計画に沿って改修をおこなった世田谷区立深沢中学

校を見学した。工事に至る過程も知ることができて，実際に山梨市で計画を実行していく

ための参考となった。研修には，実際に計画策定をおこなう，山梨市学校教育課の担当者

にも同行いただき，予算編成ヒアリング時には，学校教育課長より長寿命化計画の策定に

ついてすすめていくとの回答を引き出すことができた。 

山梨市の出前講座を活用しておこなった市長と事務職員との意見交換では，共通予算要

望書や義務教育振興会議等，折に触れて話題に上げてきた高速印刷機の導入について，「全

校より高速印刷機の導入の要望があったが，教職員の多忙化解消に役立つならば整備して

いく」との発言もいただいた。 

○課題 

長年継続している予算分析にもとづいて，市長による学校訪問の折に，教育予算が削減さ

れている現状を示し，児童生徒数が減少しても，授業内容や教科そのものを減らすことはで

きないため，教育予算が確保されるよう要望をした。教育条件整備部会でも予算を最大限に

活用できるよう，改善の案を出し合い，次年度予算へ反映できるよう今後も方法を探ってい

きたい。 

県外視察研修でも，視察先とは財政規模が異なる山梨市でそのまま実施していくことの困

難さを印象づけられたが，財政的な制約があるなかで，いかに児童生徒に豊かな学校生活を

保障していくか，引き続き検討が必要であると認識した。 

 

４．今年度の研究内容 

  ５月 11 日（土）に県の春季教育研究「教育条件整備の運動」分科会があり，研究の課題

が４つ示されたことを受けて，以下の研究をすすめている。 

  ①子どもの就学・修学保障と保護者負担の軽減，教育予算要求のとりくみ 

   →前年度決算・当初予算推移の結果分析，共通予算要望，私費負担調査 

   ②子どもの学習権を保障する学校環境整備のとりくみ 

    →相互学習会「新学習指導要領と事務職員」，やまなしし出前講座「市長ふれあいトーク」 

   ③学校運営と学校事務 

    →講演「事務職員の研修制度と今後の事務職員のあり方」（講師：県義務教育課堀内主査） 

④教職員の労働条件等の確立のとりくみ 

    →相互学習会「学校職員の労働条件等について」 

 

５．研究の経過（第４回までおこなった内容） 

①子どもの就学・修学保障と保護者負担の軽減，教育予算要求のとりくみ 

〇共通予算要望について（６月 12 日）市事務担当者会と連携 

    2017 年度の研究でもとりあげていた，図書館システムの導入について，今年度もとりく

むこととし，共通予算要望書に盛り込んだ。他市の導入状況等を情報収集するなかで，導

入に向けて山梨市の学校司書で構成される，司書研究会とも連携し検討をおこなうことと

なった。７月 10 日の事務担当者会は司書研究会と合同開催とし，図書館システムの業者



 

 

からシステムの機能やコスト面の説明を受けた。 

学年費の振替手数料について，昨年度，これまで無料だった一部金融機関から有料化す

る旨，連絡があったことを受け，今年度の研究会でも対応を協議した。今年度については

すでに振替が始まっており，保護者負担となってしまったが，金額を公費化させることは

できないか，また，未納で再度引き落としになった場合の手数料の問題等，今後，保護者

負担を増加させないために引き続きとりくみをすすめることが確認された。 

〇前年度決算・当初予算推移の結果分析（８月９日） 

「学校配当予算一覧表」（資料１），「学校配当予算分析表」（資料２），「学校配当予算・

決算一覧表」（資料３）を用いて，市内各校の予算分析をおこなった。2006 年度から継続

しているこの分析は，予算令達額，前年度決算額を入力することで，グラフや割合の推移

を見ることができる。 

2018年度決算について 2017年度と比較すると，残額の合計は減った。費目別に見ると，

燃料費は不足が見込まれたため，12 月補正で増額をおこなった学校が半数あったが，暖冬

の影響で最終的に残額が多く出た学校が複数あった。今年度の経費等を細かくチェックし，

予算要求につなげていきたい。学校給食費は，市の給食センター新設にともない，2019

年度より費目が廃止されたが，最終年度の 2018 年度は，栄養教職員がセンターの準備等

で学校に滞在する頻度が減った関係で，消耗品の必要量の把握が困難となり，残額が発生

した学校もあった。 

2019 年度の当初予算配当について，令達額は各校要求どおりの額となった。ただし，一

部学校が学校予算で要求した机や楽器などの高額備品は，市教委予算に吸い上げられる形

で市教委が執行することとなったものの，必要な時期に納品されないなど，納期の面で問

題が発生している。引き続き，市教委と連携を取る必要がある。 

今年度の予算執行は，10 月から予定されている消費増税の影響が，支出にどのように影

響を与えるか，見極める必要がある。また，全小学校に年度途中から導入されることとな

っている高速印刷機の使用量や，コピーのカウンター料の変更の推移にも注意を払う必要

がある。 

 

②子どもの学習権を保障する学校環境整備のとりくみ 

〇相互学習会「新学習指導要領と事務職員」（６月 12 日） 

   本部会員を講師として，上記テーマにて学習会をおこなった資料４。学習指導要領の意

義や変遷を見たのち，一例として「クラブ活動」について，新旧対照表からその位置づけ

を確認し，徴収金まで見据えたものとなっているか，学校の活動を積極的に見ていくこと

が重要である点を確認した。 

   また，「５年後の学校」の姿を見るために，中教審の審議内容についても紹介があった。

今後の学校のなかで，事務職員は定型的な仕事をこなす事務員ではなく，主体的に管理職

にも提案する事務職員として仕事をおこなっていく必要があるとの話があった。急速な世

代交代がすすむなか，経験の少ない事務職員が職務をすすめていく上で重要な，事務職員

としての心構えを学ぶ貴重な機会となった。 

 

 



 

 

③学校運営と学校事務 

〇講演「事務職員の研修制度と今後の事務職員のあり方」（８月９日） 

   学校運営と学校事務について，長年学校事務職員として従事され，現在は県義務教育課

で学校事務職員の研修制度を担当されている堀内主査よりご講演をいただいた。 

当日は事前にお渡ししていた，事務職員からの質問事項も踏まえた講演がなされ，学校

現場から行政へ移って感じたことや物事のすすめ方の違いについてなど，ざっくばらんに

お話を伺えた。 

研修計画については，2019 年 2 月に発出された「やまなし学校事務職員育成指標」を

基に説明がなされた。全体研修に加え，キャリアステージに応じた研修をおこなうため，

昇任研修・経年研修を実施することもお話があった。今後の事務職員のあり方としては，

近年の事務幹枠の拡大や共同実施のモデル地区指定など事務職員をとりまく状況に触れ

つつ，県が事務職員の重要性を認識し，期待が高まっていることの表れであり，この好機

を活かして積極的に学校運営に参画していくことが必要だとお話しいただいた。 

 

④教職員の労働条件等の確立のとりくみ 

〇相互学習会「学校職員の労働条件等について」（８月９日） 

   教育条件整備には，子どもの学習条件の整備とともに人的条件の整備も欠かせないとの

視点から，学校で働く職員の労働条件について知る機会として，本部会員が今年度の全国

的な研究会に参加しての報告をおこなった資料５。そのなかで，学校用務員・学校司書に

ついては非正規化がすすんでおり，労働条件の改善が重要であることが指摘された。 

また，事務職員については時間外手当に着目して，近県の時間外手当の支給状況を知る

ために，いくつかの自治体に情報公開請求をおこなった資料６。入手した資料から各県で

の差異が明らかになったとともに，公開請求の手続きについても大変参考になった。 

事務職員の昇任問題についても，「学校事務の特殊性に鑑み一人勤務でも６級到達が可

能である」とした，当時の文部省のいわゆる「32 年通達」の確認をおこない，学校事務職

員としての職責をになうためにも，十分な待遇保障が必要であると確認された。 

 

６．研究まとめ 

継続研究である前年度決算・当初予算推移の結果分析については，10 年以上のとりくみとな

っているが，前年度の反省や課題を全校で共有し，今年度の執行や次年度の要求にむけて，有

益な情報交換の場となっている。今年度については，昨年度同様に，山梨市の出前講座を活用

しての市長との意見交換を計画している。講座の場においても，予算分析やこれからおこなう

予算要求・ヒアリングの情報交換を活かして，市長にも学校の実情を伝えることとしたい。 

近年，事務担当者会と連携を図りながらの研究が続いているが，今年度についても同様にす

すめている。７月には，図書館システム導入にむけての説明会を司書研究会とともに共同開催

した。このほか，私費の研究に関わり，現在宮崎市の学校納入金取扱マニュアルを参考に，本

市の取扱マニュアルの作成・検討をおこなっている。これからも厳しい予算状況は続くと予想

されるが，豊かな教育環境を整備していくために研究を続けていきたい。 
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資料６ 


